
職員の人事行政運営状況

龍ケ崎地方衛生組合



１．職員数に関する状況

（１） 職員数の状況（各年４月１日現在）

（２） 年齢別職員数の状況（平成20年４月１日現在）

区 分

２．職員の任免に関する状況

2

30歳～39歳

10

40歳～49歳

1

50歳～59歳

12

5

△ 1
※職員数は常勤職員で，休職者・派遣職員を含みます。

現業職 0 0 0 0

区 分 定年 勧奨 その他 計

1一般職 0 1 0

平成19年

（２） 退職者数の状況（平成19年度） 単位：人

（１） 採用者数の状況（平成19年度）

0

計

0

0

0

0

単位：人

単位：人

単位：人

増減数

△ 1

0

20

5

21

0

再任用

0

0

0

0

0

計 25 26

年 齢

職員数

20歳～29歳

区 分

一般職

現業職

平成20年

現業職

計

一般職

選考採用

0

試験採用

３．職員の給与の状況

（１） 職員の平均給料月額，平均給与月額及び平均年齢の状況（平成20年４月１日現在）

312名

１
２

（２） 職員の初任給の状況（平成20年４月１日現在）

円 円

円 円

円 円

円 円
現業職

高 校 卒 137,200 -

中 学 卒 129,200 -

一般職
大 学 卒 172,200 172,200

高 校 卒 140,100 140,100

（注） 「平均給料月額」とは，平成20年４月１日現在における職員の基本給の平均です。
「平均給与月額」とは，給料月額と毎月支払われる扶養手当，住居手当，時間外勤務手当，
通勤手当などの諸手当の額を合計したものです。

区 分
龍ケ崎地方衛生組合 国

初任給 初任給

円

現業職 36.8 歳 269,400 円 310,125 円

一般職 45.7 歳 355,955 円 390,922

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

現業職 0 0 0 0

計 0 1 0 1



（３） 一般行政職の級別職員数等の状況

○ 一般職の級別職員数の状況（平成20年４月１日現在）

1 1 1 1 1 1

1 -1

1 -1 1 -1 1 -1 -1 -1 1

1

-1 1 1 -1 1 -1 1 -1 -1

-1 -1 1 1 1 1 -1 -1 -1

-1 -1 -1 -1

○ 現業職の級別職員数の状況（平成20年４月１日現在）

1 1 1 1 1 1

1 -1

1 -1 1 -1 1 -1 -1 -1 1

1

-1 1 1 -1 1 -1 1 -1 -1

-1 -1 1 1 1 1 -1 -1 -1

-1 -1 -1 -1

４ 職員の手当の状況
（１） 期末手当・勤勉手当

千円

（19年度支給割合） （19年度支給割合）

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

加算措置の状況 加算措置の状況

１ 事務局長，参事，事務局次長及び課長の
職務

人

2

4

人

0.0

５ 級

％

４ 級

1
人

運転手，衛生工手，土木工手，用務手及び給
食手の職務

人
１ 級

標準的な職務内容

人

20

職員数

龍ケ崎地方衛生組合

人

技能労務主事の職務

合 計

合 計

１ 副参事の職務
２ 課長補佐の職務

35.0

35.0

％

人 ％

20.0

7

１ 主任の職務
２ 係長の職務
３ 主査の職務

7
％

％

5.0

構成比

％

100.0

％

％

5.0

構成比

1 副主幹の職務

％人
1 主幹の職務

0.725

1,749

１人当たり平均支給額（19年度）

区 分

２ 級

３ 級

４ 級

技能労務主事補の職務

５ 級

６ 級

1.5

６月期

合 計

職員数

1

40.0

％

1

国

人

100.0

人

40.0

3.03.0

３ 級

区 分

２ 級

標準的な職務内容

１ 級
人

人

1 主事補又は技師補の職務
２ 主事又は技師の職務

１２月期1.6１２月期

合 計

％

％

1.4

0.0

％

1.4

20.0
１ 技能労務主幹の職務
２ 技能労務主任の職務

技能労務副主幹の職務

0.775

人

5

2

６月期

－

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

1.6

0.725

0.775

1.5

役職加算 ５～15％

・職務上の段階，職務の級等による加算措置 ・職務上の段階，職務の級等による加算措置

役職加算 ５～20％

管理職加算 10～25％



（２） 退職手当（平成20年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置2～20％

（３） 特殊勤務手当（平成20年４月１日現在）

千円

円

％

（４） 時間外勤務手当

（５） その他の手当（平成20年４月１日現在）

##

59.28

33.50

245,470円

手当の名称

特殊勤務手当 廃棄物の処理作業に従事する職員

地域手当

59.28 59.28 59.28 59.28

千円

30.55 23.50 30.55

定年前早期退職特例措置2～20％

41.34 33.50 41.34

47.50 59.28 47.50

龍ケ崎地方衛生組合 国

83

左記職員に対する支給単価

4,173

1,660

区 分

千円

国の制度
との異同

手 当 名

同

6級地（給料の３％） 18，19年度は支給しておりません。

扶養手当

配偶者 13,000円
配偶者以外 各6,500円
16歳から22歳までの子 １人に
つき5,000円加算

支給職員１人当たり平均支給年額

1

平成19年度

千円

内容及び支給単価

1,536

国の制度と
異なる内容

手当の種類（手当数）

69

平成18年度

支給職員１人当たり
平均支給年額
（19年度決算）

千円

支給実績
（19年度決算）

支 給 実 績

千円

職員全体に占める手当支給職員の割合（１９年度）

支給実績（１９年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

23.50

63,578

廃棄物の処理作業

890

作業従事 １日につき ３００円

主な支給対象職員

56.0

主な支給対象業務



84

##

79

※ 内容及び支給単価については，主なものを掲載しています。

５ 特別職の報酬等の状況（平成20年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

67,200円

94,752円

481,432円2,407

同
（20年度より

改正）

給与月額に次の支給割合を乗
じて得た額を支給
事務局長 11.2％
事務局次長・課長 9.6％
副参事・課長補佐 6.4％
（給与規則より20％減額）

報
酬

議会議長

副管理者

管理者

2,368

1,008

〃

住居手当

乗用車を利用する場合距離に
応じて支給 2,000円～24,500円
電車，バスを利用する場合，6ヶ
月定期を基本として1ヶ月当り
55,000円まで支給

異管理職手当

区 分

同
（20年度より

改正）

千円

龍ケ崎市に
準じて支給

19年度は距
離加算を併
せて支給

千円
19年度は持
ち家に対し
一律支給

公平委員会委員長

〃 委員 〃 6,300

議会議員

〃

監査委員（知識経験）

〃 （議会議員選出）

持ち家2,500円（取得から5年間）
借家の場合，家賃が12,000円を
超える場合，家賃の額に応じて
27,000円を限度に支給

〃 委員

〃 6,800

〃 6,300

52,000

〃

情報公開審査会会長

議会副議長

〃

54,000

6,800

96,000

〃 88,000

6,800

〃 51,000

日額

6,300

年額

千円

通勤手当

給 料 月 額 等



６．職員の勤務時間，その他の勤務条件の状況

（１）勤務時間（平成20年４月１日現在）

○一般職の勤務時間について

（２）休暇

○年次有給休暇 毎年１月～１２月の１年間当たり２０日を超えない範囲内

前年の繰越は２０日の範囲内で残日数

休暇単位は１日又は半日。１時間単位でも取得できます。

○療養休暇

・公務による場合 その療養に必要と認める期間

・私事による場合 ９０日の範囲内

休憩時間

平均取得日数

8:30

職員が負傷又は疾病のため療養する必要があり，勤務しないことがやむを得ないと認められ
る場合の休暇。任命権者の承認を受けなければなりません。

・午前８時３０分から午後５時１５分まで（8時間勤務）

・休憩時間 午後０時１５分から午後１時まで（４５分）

12:15 13:00 17:15

年次有給休暇

平成19年

18.3

・私事による場合 ９０日の範囲内

○特別休暇

○介護休暇

（無給） ・介護を必要とする一の継続する状態ごとに，連続する6月の期間内において必要と認められ

る期間

職員が配偶者，父母，子，配偶者の父母，祖父母，孫及び兄弟姉妹を介護する場合の休暇。
任命権者の承認を受けなければなりません。

選挙権の行使，結婚，出産，交通機関の事故等の事由により職員が勤務しないことが相当で
ある場合の休暇。任命権者の承認を受けなければなりません。


